
 News Letter Vol.2 Month 2023 

1 

KSI Partners Law & Patent Firm 

営業秘密の三要件 

弁理士 石本 貴幸 

営業秘密とは、一般的には企業等が秘密としている情

報を想像するかと思います。しかしながら、営業秘密

と似たような文言である、企業秘密、機密情報、秘密

情報、ノウハウといった言葉は、法律で定められてい

ない一方で、営業秘密は不正競争防止法で明確に定め

られています。具体的には、営業秘密の三要件である

秘密管理性、有用性、非公知性を全て満たす情報のみ

が営業秘密とされ、情報を秘匿化するにあたり、営業

秘密の三要件を理解することが重要となります。 

（１）不正競争防止法第２条第６項 

不正競争防止法第２条第６項には、営業秘密が規定さ

れています。 

 

不正競争防止法第２条第６項 

この法律において「営業秘密」とは、秘密として

管理されている生産方法、販売方法その他の事業

活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、

公然と知られていないものをいう。 

 

まず、第２条第６項で規定されている「技術上の情

報」と「営業上の情報」とには明確な区別はなく、通

常の企業活動を行うために用いる情報が「技術上又は

営業上の情報」に含まれると考えられます。 

技術上の情報とは、例えば、図面やプログラム、未

発表の製品のデザイン、非公知の発明に関する情報

等、技術的な情報が該当し、営業上の情報とは、顧客

データ、取引先の情報、仕入れ値等、会社を経営する

上で必要な情報が該当するでしょう。 

 

そして、第２条第６項で規定される営業秘密の三要件

は下記となります。 

（１）秘密として管理されていること（秘密管理性）

（２）事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であ

ること（有用性） 

（３）公然と知られていないこと（非公知性） 

上記３要件を一つでも満たさない情報は、不正競争防

止法でいうところの営業秘密として認められません。

以下では、主に経済産業省発行の「営業秘密管理指

針」（１）を参照して、秘密管理性、有用性、非公知性

についてまとめます。 

（２）秘密管理性 

営業秘密管理指針では、秘密管理性の趣旨や秘密

管理措置の程度が以下のように記載されています。 

 

（１）秘密管理性要件の趣旨 

 秘密管理性要件の趣旨は、企業が秘密として管

理しようとする対象（情報の範囲）が従業員等に

対して明確化されることによって、従業員等の予

見可能性、ひいては、経済活動の安定性を確保す

ることにある。 

（２）必要な秘密管理措置の程度 

 秘密管理性要件が満たされるためには、営業秘

密保有企業の秘密管理意思が秘密管理措置によっ

て従業員等に対して明確に示され、当該秘密管理

意思に対する従業員等の認識可能性が確保される

必要がある。 

 具体的に必要な秘密管理措置の内容・程度は、

企業の規模、業態、従業員の職務、情報の性質そ

の他の事情の如何によって異なるものであり、企

業における営業秘密の管理単位（本指針１４頁参

照）における従業員がそれを一般的に、かつ容易

に認識できる程度のものである必要がある。 
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営業秘密の不正な取得や使用等は、民事的責任だ

けでなく、刑事的責任、すなわち懲役刑が課される

可能性がある犯罪行為です。このため、企業は、秘

密とする情報が何であるかを従業員等に明確にし、

当該情報を不正に取得や使用等することが犯罪行為

であることを認識させる必要があります。 

従って、営業秘密管理指針にも記載されているよ

うに「秘密管理性要件が満たされるためには、営業

秘密保有企業が当該情報を秘密であると単に主観的

に認識しているだけでは不十分」です。このため、

企業は秘密とする情報に対して、秘密とする情報が

電子媒体であれば、アクセス制限、㊙マークの表

示、パスワードの設定等を行ったり、情報が紙媒体

であれば、㊙マークの表示、保管しているキャビネ

ットの施錠管理、コピーやスキャン等の禁止を行う

ことで、従業員等に対して当該情報に対する秘密管

理意思（特定の情報を秘密として管理しようとする

意思）を明確に示す必要があります。 

 

また、営業秘密管理指針では上記のように「具体

的に必要な秘密管理措置の内容・程度は、企業の規

模、業態、従業員の職務、情報の性質その他の事情

の如何によって異なるものであり」とあります。こ

のことは、秘密管理性が認められるためには特定の

秘密管理措置を必要とせず、会社規模等に応じて異

なる秘密管理措置でもよいことを示しています。例

えば、従業員が少数の会社であれば、より緩い秘密

管理措置であっても、秘密管理性が認められる可能

性があります。とはいえ、会社規模にかかわらず、

一見して当該情報が秘密であると誰もがわかる態様

で秘密管理する方がより好ましいでしょう。 

 

また、会社における秘密管理措置が形骸化しない

ようにすることも重要です。例えば、明らかに公知

の情報であるにもかかわらず、会社内で共有する情

報に対して常に㊙マークを付すようなことが「秘密

管理措置の形骸化」になります。どのような情報に

対しても㊙マークを付けるような措置を行うと、従

業員等は自社が真に秘密にしたい情報を容易に認識

できません。このような秘密管理措置の状態で、転

職者等が情報を持ち出したとしても、当該情報に対

する秘密管理性が認められない可能性があります。

従って、企業は真に営業秘密とするべき情報を精査

し、メリハリを付けて秘密管理を行う必要がありま

す。 

（３）有用性 

有用性について、営業秘密管理指針では以下のよ

うに記載されています。 

 

 「有用性」が認められるためには、その情報が

客観的にみて、事業活動にとって有用であること

が必要である。 

 一方、企業の反社会的な行為などの公序良俗に

反する内容の情報は、「有用性」が認められな

い。 

 

上記のように、営業秘密としての有用性が認められ

る範囲は広いと思われ、営業秘密管理指針には「秘密

管理性、非公知性要件を満たす情報は、有用性が認め

られることが通常であり、また、現に事業活動に使

用・利用されていることを要するものではない。」と

もあります。なお、「企業の反社会的な行為などの公

序良俗に反する内容の情報」とは、脱税や有害物質の

垂れ流し等の反社会的な情報等のことをいいます。 

ここで、営業秘密管理指針では技術情報を想定して

以下のようにも記載されています。 

 

当業者であれば、公知の情報を組み合わせるこ

とによって容易に当該営業秘密を作出することが

できる場合であっても、有用性が失われることは

ない（特許制度における「進歩性」概念とは無関

係）。 

 

しかしながら、技術情報の有用性について特許制度

における進歩性の概念と類似するような判断を行って

いる裁判例も多々あります。例えば、大阪地裁平成２

０年１１月４日判決（事件番号：平成１９年（ワ）第

１１１３８号）では、原告は複数の情報の組み合わせ

が営業秘密であると主張したものの、裁判所は下記の
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ようにして、当該情報の有用性を否定しています。な

お、下記の「乙２３公報」は特許公開公報です。 

 

本件情報１は，炭素を均一に混合するという点を

除いて，乙２３公報により平成１５年１０月当時

において既に公知であったものであり，炭素を均

一に混合するという点についても，有用な技術情

報とはいい難いことからすれば，不正競争防止法

２条６項にいう「事業活動に有用な技術上の情報

であって，公然と知られていないもの」というこ

とはできず，同項にいう「営業秘密」に該当する

とは認められない。 

 

このように、技術情報の営業秘密性については、有

用性の有無が検討事項となり得ます。また、技術情報

を営業秘密とする場合に、当該技術情報による得られ

る効果が何であるかを意識して営業秘密を特定する必

要があります。 

（４）非公知性 

非公知性について、営業秘密管理指針では以下のよ

うに記載されています。 

 

「非公知性」が認められるためには、一般的には

知られておらず、又は容易に知ることができない

ことが必要である。 

 

さらに、「公然と知られていない」については、以

下のようにも記載されており、営業秘密の「非公知

性」は特許の「新規性」とは少々異なるとも思えます

が、実際に特許法の新規性との違いを明確に示した裁

判例はないようです。 

 

営業秘密における非公知性要件は、発明の新規性

の判断における「公然知られた発明」（特許法第

２９条）の解釈と一致するわけではない。特許法

の解釈では、特定の者しか当該情報を知らない場

合であっても当該者に守秘義務がない場合は特許

法上の公知となりうるが、営業秘密における非公

知性では、特定の者が事実上秘密を維持していれ

ば、なお非公知と考えることができる場合があ

る。また、保有者以外の第三者が同種の営業秘密

を独立に開発した場合、当該第三者が秘密に管理

していれば、なお非公知である。 

 

ここで、自社の製品にリバースエンジニアリングを

行うことによって容易に知り得る情報には非公知性が

認められない場合があります。例えば、知財高裁平成

２３年７月２１日判決（事件番号：平成２３年（ネ）

第１００２３号）では、原告が営業秘密であると主張

した光通風雨戸の図面に対して裁判所は以下のように

して当該図面の非公知性を認めませんでした。 

 

本件情報１に係る図面（甲１５〔１〕～〔８〕

の８枚）は，光通風雨戸のスラットＡ及びＢ，上

下レール枠，下レール枠，縦枠並びにカマチＡな

いしＣの各部材の形状について０．１ミリ単位で

その寸法を特定するなどしたものであり，なるほ

どそれ自体精密なものではあるが，これは，ノギ

スなどの一般的な技術的手段を用いれば光通風雨

戸の製品自体から再製することが容易なものであ

る。 

 

このため、技術情報を営業秘密とする場合には、

自社の製品をリバースエンジニアリングすることで

非公知性が喪失していないことを確認する必要があ

るでしょう。 

（５）営業秘密の特定 

上記のように、営業秘密は秘密管理性、有用性、

非公知性が満たされなければなりません。しかしな

がら、営業秘密の三要件の判断の前に重要なことが

あります。それは、営業秘密とする情報を適切に特

定することです。営業秘密の特定方法については、

特段の定めはありません。 

技術情報を営業秘密として特定する場合には、例え

ば、図面、表やグラフ、ソースコード、配合率等、

様々な形態が考えられます。また、「特許庁オープン

イノベーションポータルサイト モデル契約書_秘密
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保持契約書（新素材）」（２）には下記のように特許請求

の範囲のように記載することも推奨しています。 

 

そこで、秘密保持契約締結前に自社が保有して

いた秘密情報のうち特に重要なものだけでも秘密

保持契約の別紙において明確に定めておくことが

考えられる。これにより、自社の重要な情報を確

実に秘密情報として特定できるとともに、上記リ

スクを回避することができる。なお、秘密保持契

約の別紙において定義をする際には、弁理士に対

して、特許請求の範囲を記載する要領で作成を依

頼することも考えられよう。 

 

しかしながら、技術情報及び営業情報であっても、

営業秘密の特定ができていないとして、原告が主張す

る営業秘密に対する秘密管理性、有用性、及び非公知

性の判断を裁判所が行うことなく、原告敗訴とする場

合が度々あります。 

例えば、大阪地裁令和２年３月２６日判決（事件番

号：平成３０年（ワ）６１８３号、等）では、被告が

営業秘密であると主張する情報に対して、情報の特定

ができていないと裁判所は判断しています（本事件で

は原告に対する反訴として、被告が原告による営業秘

密侵害を主張しました。）。 

 

しかし，被告は，営業秘密の内容として，本件

特許の特許公報記載のものを除くセルフィールの

成分，成分の含有割合及びそのバランスであると

主張するものの，その具体的内容は明らかにしな

い。この程度の特定では，当該情報の有用性その

他「営業秘密」の要件の有無や，当該情報と原告

が取得等したとされる情報との同一性等を判断す

ることは不可能又は著しく困難である。その意味

で，被告の主張は，不正取得等されたという情報

の特定の点で十分とはいえない。したがって，被

告主張の情報が営業秘密に該当するとは認められ

ない。 

 

このように、営業秘密とする情報の特定ができて

いないと、当該情報を秘密管理することもできませ

ん。このため、情報を営業秘密管理する場合には、

当該情報を特定することが何よりも重要となりま

す。 

 

また、「（（３）有用性」でも述べたように、技術情

報を営業秘密として特定するのであれば、当該技術

情報から得られる効果も意識する必要があります。

このことを裁判所が指摘した例として、大阪地裁平

成２８年７月２１日判決（事件番号：平成２６年

（ワ）第１１１５１号、等）があります。 

本事件は、合金の成分及び配合比率が営業秘密で

あると原告が主張したものであり、リバースエンジ

ニアリングによって当該技術情報が容易に知り得る

としてその非公知性が認められませんでした。これ

に対して、原告は「本件合金の成分及び配合比率を

容易に分析できたとしても，特殊な技術がなければ

本件合金と同じ合金を製造することは不可能である

から，本件合金は保護されるべき技術上の秘密に該

当する」と主張しました。しかしながら、裁判所は

下記のように上記主張を行うのであれば、営業秘密

として保護されるべきは製造方法であるとして、上

記主張を認めませんでした。 

 

原告らは，本件合金の成分及び配合比率を容易

に分析できたとしても，特殊な技術がなければ本

件合金と同じ合金を製造することは不可能である

から，本件合金は保護されるべき技術上の秘密に

該当する旨主張する。しかし，その場合には，営

業秘密として保護されるべきは製造方法であっ

て，容易に分析できる合金組成ではないから，原

告らの上記主張は採用できない（なお，前記のと

おり原告らは，本件で本件合金の製造方法は営業

秘密として主張しない旨を明らかにしている。）。 

 

このように、技術情報を営業秘密とするのであれ

ば、当該技術情報の作用効果を奏するように特定し

なければなりません（この考えは特許請求の範囲と

同様でしょう。）従って、本来主張したい作用効果

が得られないような特定であると、営業秘密として

認められない可能性があります。 
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注釈 

（１）営業秘密管理指針（最終改訂：平成３１年１

月２３日）,（https://www.meti.go.jp/policy/econ

omy/chizai/chiteki/guideline/h31ts.pdf 

（２）特許庁オープンイノベーションポータルサイ

ト モデル契約書_秘密保持契約書（新素材）,p.1

0,（https://www.jpo.go.jp/support/general/open-

innovation-portal/document/index/himitsuhoji_c

hikujouari.pdf 
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